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学」と同じように「学部」がある。
これが、ITSSに基づく職種と連動
している。「ITスペシャリスト学部」
や「プロジェクトマネジメント学部」
など、自分の目指すキャリアに沿っ
て所属を決める制度である。
 「全従業員参加型ですから、当社に
入社することは、つまりeユニバー
シティに入学するということです。
就活中の学生は、入社したらもう勉
強しなくてもいいと考えているかも
しれませんが、会社に入れば会社が
何とかしてくれるわけではありませ
ん。自分の柱をどこに据えるかを、
自らも考えてほしい」（真野氏）
　eユニバーシティのカリキュラム
は、この職種をベースとした専門教
育と、基礎教育に分けられる。
　たとえば専門教育では、一定以上
のレベルのベテラン社員が、自らの
技術を伝承する「専門職寺子屋」と
いったユニークな集合研修もある。
　専門教育と対になる基礎教育で特
徴的なのは、「人間力教育」である。
「専門力は重要ですが、それだけで
なく“あなたと一緒に仕事がしたい”
といわれる人間的魅力がないと、そ
の人の能力は最大限発揮されないと
考えています」（真野氏）
　人間力講座は、各分野でリーダー
的存在となった人を講師として招
き、話を聞く機会を設けている。年
４回開催で、希望者による自主参加
だが、全国の支社・グループ会社に
同時配信したり、録画して職場に配
布したりすることで、従業員の「気
づく力」を養うきっかけとなってい
るという。
　これらを含め、現在、講座の数は

約 530。集合研修や eラーニングな
ど、多様なラーニング手法を活用し、
個別のニーズに応じた効果的な教育
研修を提供できるようにしている。

「学習する組織」をつくる
eユニバーシティの仕組み

　以上のようなカリキュラムによっ
て、従業員に学ぶ場を提供している
eユニバーシティだが、とりわけ重
要なのは「学習する組織」をつくる
システムがあることだ。
　従業員は社内のイントラネット
からeユニバーシティの「マイス
タディールーム」にアクセスし、学
習状況を確認したり、講座申込みを
行ったりすることができる。申込み
は上長が承認する仕組みになってお
り、部下が今どんなことを学びたい

と思っているのかを確認する。また
は、上長が部下のページにアクセス
して学習状況を確認したり、講座を
推奨することも可能だ。
 「育成の基本はやはり現場ですから、
上長と本人が一緒になって、何を磨
かなくてはいけないかを理解してい
ることが大切です。当社は東芝のIT
部門が独立してできた会社ですので、
モノづくり企業独特の『背中を見て
育て』といったDNAもありました。
しかし、IT業界のスピードは速く、
背中を見て技を盗んでいては時代に
取り残されてしまいます。eユニバー
シティが浸透したことによって、上
長が部下に『もっと学ばせたい』と
思うようになりました。マネジャー
クラスから、人材育成に対する意識
が変わってきたんです」（小野氏）

全従業員参加型の
企業内大学

　現在、人材育成施策として、「企
業内大学」を導入している企業は
多い。その先駆けといえるのが、
東芝ソリューションの企業内大学
「Toshiba　e-University（以下、e
ユニバーシティ）」。同社の ITソ
リューションシステムを最大限活用
した、「学習する組織」をつくる仕
組みである。
　同社では、まだ日本に企業内大学
がほとんどなかった 2002 年に eユ
ニバーシティを設立。また現在でも、
全従業員参加型の企業内大学という
のは珍しいといえるだろう。
　同社がこのような仕組みを構築す
るに至った背景には、ビジネス環境
の変化や人材開発上の課題があっ
た。

　eユニバーシティの立ち上げに関
わった真野氏は次のように話す。
 「ITを生業としている当社として、
いかに専門家を育成するかという問
題がありました。育成にあたっては、
現在地と目的地を図る物差しが必要
です。そこで当社では、2002 年に
経済産業省が打ち出した ITスキル
標準（ITSS）を軸に、それまで曖
昧だった『SE』や『営業』といっ
た職種を、より細分化。その職種と、
従業員のレベル（階層）を１～７ま
で区分して掛け合わせることで、現
在自分がどの位置にいるのか、そし
て将来どのようなキャリアパスを目
指したいのかがわかるようにしまし
た」（真野氏）
　このようにキャリア区分が明確に
なると、事業戦略と連動させた人材
リソース戦略を立てることができ
る。たとえば、現在の事業規模に対

して、レベル２の ITスペシャリス
トが２人いるから、２年後にめざす
事業規模を実現するには、彼・彼女
らをレベル４に成長させると同時
に、レベル１の人材を新規採用しよ
うといった具合に、人材の中期計画
を立てることができるのだ。
　さらに人材開発面では、就業意識
の変化により、個人のキャリアがよ
り重視されるようになった。
 「その中で“幸せなキャリア”を築
くには、自分のビジョンと会社のビ
ジョンがマッチしていることが重要
なポイントです」（真野氏）

Toshiba e-University の
カリキュラムと特徴

　こういった課題を解決するために
同社が開始した取り組みが、eユニ
バーシティである。
　eユニバーシティには、通常の「大
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東芝ソリューション）。時代が急速に変化する中、
「学習する組織」の構築をめざした同社の人材開
発システムは、他の多くの企業にとっても、人材
戦略の基盤となり得るものだ。そこで今回は、同
社の企業内大学『Toshiba e-University』の開
発に携わった、人材採用開発担当グループの真野
氏と小野氏に、お話を伺った。
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一人ひとりが高度な専門家になることを支援する
全員参加型の企業内大学「Toshiba e-University」を創設
専門職寺子屋、人間力講座等、約 530 講座を提供
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URL：http://Generalist.toshiba-sol.co.jp

　eユニバーシティの仕組みが、人
事評価や目標管理制度とも連動して
いることも重要だ。
 「上長と部下は、半年に１回行う目
標管理面談を通じて、育成課題や教
育方針をお互いに把握し、日々の育
成はeユニバーシティを通して実践
していきます。上長にとっても部下
にとっても、自分の成長が可視化さ
れるため、PDCAを共に回す仕組み
として機能しています」（小野氏）
　また、部門によって濃淡があった
育成方法が平均化されるという効果
もあったという。eユニバーシティ
という明確な育成の仕組みを全従業
員で共有することで、同じ育成方針
に向けてキャリアを構築することが
可能になったのだ。
 「ITソリューション事業を展開する
当社では、人が財産。その『人財』
の育成は重要な課題です。もちろん、
どの企業でも重視している点ですが、
具体的にはどのような育成を行って
いくのかが重要で、当社の場合、e
ユニバーシティが具体的な育成のシ
ンボルとなっています」（真野氏）

人財開発を支える
『Generalist/LM/CM』

　ここまで紹介したeユニバーシ
ティを支えるのが、同社の提供する
ソリューションの、『Generalist/LM/
CM』である。
 『Generalist/LM/CM』とは、同社が
開発した独自の人材育成支援システ
ム。e-ラーニング、集合研修、資格
スキルなどの申込みから実施、確認
分析などの管理が可能なパッケージ
で、あらゆるビジネスの現場で活用

されている。
 「人材育成においては、企業によっ
てそれぞれの理念や育成にかける思
いがあります。したがってパッケー
ジの提供のみではなく、その企業に
応じたソリューションが必要です。
当社では、10年間のeユニバーシティ
運用ノウハウをもとに、『Generalist/
LM/CM』と組み合わせたソリュー
ションをご提供したいと考えていま
す」（小野氏）
　経営資源のヒト・モノ・カネのうち、
ヒトの管理が最も難しいといわれる。
モノやカネを大きくしたいという問
題は、ITによって解決することがで
きるかもしれないが、ヒトを大きく
することは難しい。しかし、「ITソ
リューションで少しでも効率的に業
務が回せれば、“ヒト”を大きくする
ことに時間が費やせます」と小野氏。
　現在企業は、労働人口の減少や、
急速に求められるグローバル化と
いった問題を抱えている。人材育成

においては、企業のマンパワーとな
る「量」を担保する一方で、グロー
バルビジネスに対応できる人材の
「質」も同時に高めることが必要だ。
従来のような、新入社員、中堅社員、
管理職などの階層で一律に行う研修
と同時に、自主的に学びたい人の学
びを支援する仕組みが求められてい
る。
　個人の「自律」と「自立」を促す
教育への課題を抱える企業にとって、
東芝ソリューションのeユニバー
シティとそれを支える『Generalist/
LM/CM』の仕組みは、多くの示唆
を与えてくれるに違いない。
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